
「第 30 回高知県オフセット・クレジット認証運営委員会」

報告事項等について

１ 報告事項

（１）経過報告について

ア 県有クレジット及び地域版クレジットの活用状況【資料１】

◆県有クレジット

森林吸収系クレジット及び排出削減系クレジットあわせて、22,562ｔ-CO2 発行し、

令和５年 12 月末現在で 13,500ｔ-CO2 販売。販売数量については、平成 29 年度をピー

クに落ち込んでいたが、平成 30 年度より県内企業中心に訪問活動を行い、安定して数

量を伸ばしていた。しかし、令和３年度から令和５年 12 月現在に至るまで販売量およ

び件数が下降状況となっている。これは、土木工事の販売量が 50％に落ち込んでいる

ことが要因の一つであると推察される。来年度以降も、引き続き公共工事の施工業者

への周知のほか、環境先進企業（エコアクション 21 の導入企業、こうち SDGｓ推進企

業など）向けの営業活動、また感染症の状況に応じてイベント等に出展し、制度の普

及啓発に取り組む。

◆地域版クレジット

令和５年度は、中土佐町と大豊町で大口の取引があったほか、県外事業者が活用し

た例が目立った。

その他のプロジェクト事業者においても、クレジット購入について問合せはあるも

のの、価格が折り合わないなど販売に繋がっていない状況もある。

来年度についても、感染症の状況を見極めながら、イベント等による地域版クレジ

ットの活用やプロバイダーを通した更なる活用先の開拓を行い、普及啓発に取り組む。

【直近の高知県 J-VER の活用事例】

購入者 ｵﾌｾｯﾄ

量

クレジット種別 類型 カーボン・オフセットの対象となるもの

一般社団法人

more trees 250t-CO2

高知県中土佐町

四万十黒潮の森

間伐推進プロジェ

クト

一般社団法人 more trees にクレジットの

移転を行い、移転後は一般社団法人

more trees が顧客にクレジットを販売す

る。

SB パワー

株式会社 35t-CO2

高知県大豊町ゆ

とりすとの森間伐

推進プロジェクト
寄付

型

SB パワー株式会社の行う寄付型オフセッ

ト。自然でんきご利用者様１件/月につき

50 円を拠出し、お客様にて投票された支

援対象の森林 35,000kg-CO2 オフセット

する。



イ イベント出展及び研修会開催状況の報告

「エコプロ 2023」に出展し、来訪者に向けて県の取組を発信した。

◆「エコプロ 2023」

日 時：令和５年 12 月６日（水）～12 月８日（金）

会 場：東京ビッグサイト 東４～６ホール

来場者：66,826 名（３日間合計）※主催者発表

高知県ブースでは、県が実施している環境・林業施策の取組および環境貢献型商品

に関するパネル等を展示。

企業関係者や学生、研究団体等と様々な層から来訪があり、カーボン・オフセッ

トに取り組むことのメリットや環境に貢献することの必要性について説明を行い、

普及啓発に努めた。

来訪者からは、企業のノベルティを高知県産材で作成し、更にクレジットを付与

したノベルティを作成したいという意見も聞かれた。

環境貢献型商品についても、個人の方が温暖化対策に取組やすいという意見も聞か

れたので、引き続き高知県産商品の環境貢献商品が増えるように取組みたい。

高知県と包括協定を締結している品川区の区長が高知県ブースを来訪。県が実施し

ている環境・林業施策について説明を行った。

【参考写真】



（２）永続性確認結果・森林管理プロジェクトにおける特別措置について【資料２】

高知県版 J-クレジット制度に登録された 12 事業者から令和５年６月 30 日までに永続

性確認文書及び必要書類が提出され、内容を確認した結果、不備がないことを確認した。

また、事務局で現地調査を実施し、対象森林に異常ないことについても確認を行った。

なお、森林管理プロジェクトに係る特別措置については、特に発生していない。

（３）高知県版 J-クレジット制度 変更・更新について【資料３】

地域版 J-クレジット制度 更新申請書については、別添資料のとおり令和６年１月 22

日付けで制度事務局に提出済みである。

なお、こちらは令和６年３月 15 日に開催予定の国制度運営委員会において、審議され

る予定である。

（４）高知県版 J-クレジット制度 制度文書の改定について【資料４】

国制度の制度文書が改定されたことから、高知県版Ｊ-クレジット制度における制度文

書についても、別添資料のとおり改定を行った。

２ 今後の予定

第 31 回高知県オフセット・クレジット認証運営委員会については、審議事項は発生せず

報告事項のみとなる見込みであることから、令和７年１月から２月に書面による開催を予

定する。


